
２　普通会計の行政コスト計算書

(単位:千円)

【経常費用】
１．経常業務費用

①人件費
議員歳費 598,293
職員給料 68,454,464
賞与引当金繰入 5,479,368
退職給付費用 4,134,668
その他の人件費 15,678,203 94,344,997

②物件費
消耗品費 6,420,459
維持補修費 8,777,760
減価償却費 21,678,764
その他の物件費 5,470,744 42,347,727

③経費
業務費 263,704
委託費 53,674,039
貸倒引当金繰入 1,201,604
その他の経費 11,843,006 66,982,353

④業務関連費用
公債費（利払分） 14,599,003
借入金支払利息 0
資産売却損 0
その他の業務関連費用 2,362,847 16,961,851 220,636,927

２．移転支出
①他会計への移転支出 52,367,063
②補助金等移転支出 37,985,811
③社会保障関係費等移転支出 155,845,206
④その他の移転支出 4,699,386 250,897,466

経常費用合計（総行政コスト） 471,534,393

【経常収益】
経常業務収益

①業務収益
自己収入 28,546,563
その他の業務収益 0 28,546,563

②業務関連収益
受取利息等 1,714,911
資産売却益 268,392
その他の業務関連収益 6,906,209 8,889,512

経常収益合計 37,436,075
純経常費用（純行政コスト） 434,098,318

自　平成27年4月 1日
至　平成28年3月31日

　一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政活動に係る費用
（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料などの
収益（経常的な収益）を対比させた財務書類です。
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